
平成�年度収支報告書
平成�年７月１日から

平成�年６月�日まで

（収入の部） （単位‥円）

科目区分 科目 予算額 決算額 増減 摘要

会費 会費 ５０，９３５，５００ ５１，１７２，０００ △２３６，５００平成�年度会費

寄付金 寄付金 ６，１００，０００ ８，３０７，８００ △２，２０７，８００税政連サポート募金、日税政助成金

事業収入 事業収入 ８００，０００ ６６０，０００ １４０，０００受託事業企画運営費

　 機関紙広告料 ５，９６８，０００ ５，９６８，０００ ０東京税理士協同組合、データ通信他

　 事業収入計 （６，７６８，０００） （６，６２８，０００） （１４０，０００）　

雑収入 雑収入 １，５１０，０００ ３，１００，１８２ △１，５９０，１８２
朝食懇談会会費、大会
ご祝儀、ポケットブッ
ク販売

当期収入合計 ６５，３１３，５００ ６９，２０７，９８２ △３，８９４，４８２　

前期繰越金 ３３，０１４，９６１ ３３，０１４，９６１ ０　

合計 ９８，３２８，４６１ １０２，２２２，９� △３，８９４，４８２　

（支出の部）

科目区分 科目 予算額 決算額 増減 摘要

事業活動費
　
　
　
　
　
　
　

事業費
　
　
　
　
　
　
　

１５，０３０，０００
　
　
　
　
　
　
　

１２，１０４，８４７
　
　
　
　
　
　
　

２，９２５，１５３
　
　
　
　
　
　
　

国対活動関係（朝食懇
談会等）、選対活動関
係、単位税政連との連
携活動、各界との連携
・交流、セミナー・研
修会関係、政策資料の
作成、その他の事業活
動に伴う諸費用

　 単位税政連
活動助成金 ８００，０００ ５９５，８２５ ２０４，１７５単位税政連活動助成金

　 広報活動費 １３，８７６，０００ ９，８１７，８７１ ４，０５８，１２９
機関紙発行費用ほか
（４号分）

　 事業活動費計 （２９，７０６，０００） （２２，５１８，５４３） （７，１８７，４５７）　

組織活動費 会議費 １，０００，０００ ５６２，８１３ ４３７，１８７各種会議等に関する費用

　 大会費 ３，８８０，０００ ３，６７６，６５１ ２０３，３４９大会関係費用

　 旅費交通費 ３，８００，０００ ３，２０４，５３０ ５９５，４７０旅費交通費

　 渉外費 ２，３００，０００ １，８２６，０１２ ４７３，９８８
単位税政連、関係諸団
体に関する祝金ほか

　 組織活動費計 （１０，９８０，０００） （９，２７０，００６） （１，７０９，９９４）　

日本税政連
分担金

日本税政連
分担金 ２４，８７３，６００ ２４，８７３，６００ ０平成�年度分担金

（２０，７２８名×１，２００円）

経常経費 人件費 １６，０６０，０００ １３，２５８，４７５ ２，８０１，５２５職員および派遣社員

　 退職給与積立金 ２５０，０００ ２５０，０００ ０　

　 事務費 １，０００，０００ ３９２，００３ ６０７，９９７事務機器、事務用品

　 事務所費 ２，８００，０００ ２，３５８，１８７ ４４１，８１３
事務室および倉庫等の
賃料、共益費等

　 通信費 １，０００，０００ ７９２，６０９ ２０７，３９１郵便料金、電話料

　 印刷費 ２，５００，０００ １，３４４，７５３ １，１５５，２４７
封筒、名刺、資料等印
刷代、コピー代

　 雑費 ５００，０００ ３９４，８０６ １０５，１９４振込手数料ほか

　 経常経費計 （２４，１１０，０００） （１８，７９０，８３３） （５，３１９，１６７）　

予備費 予備費 ８，６５８，８６１ ― ８，６５８，８６１　

当期支出合計 ９８，３２８，４６１ ７５，４５２，９８２ ２２，８７５，４７９　

当期収支差額 △３３，０１４，９６１ △６，２４５，０００ △２６，７６９，９６１　

次期繰越金 ０ ２６，７６９，９６１ △２６，７６９，９６１

　
り
方
や
親
子
会
社
の
規
律
の
あ
り

方
等
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
平

成
�
年
９
月
７
日
、
法
制
審
議
会

は
「
会
社
法
政
の
見
直
し
に
関
す

る
要
綱
」
を
了
承
、
法
務
大
臣
に

答
申
し
た
も
の
の
改
正
法
案
の
国

会
提
出
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
今

後
と
も
会
社
法
改
正
が
中
小
会
社

や
税
理
士
業
務
に
ど
の
よ
う
な
影

響
が
あ
る
の
か
、
議
論
の
推
移
を

注
視
す
る
。

＜
重
点
運
動
５
＞
　
政
府
に
お
け

る
規
制
・
制
度
改
革
の
動
向
を
注

視
し
つ
つ
、
税
理
士
制
度
に
与
え

る
影
響
に
適
切
に
対
応
す
る
。
　

⑴
　
民
主
党
政
権
下
の
行
政
刷
新
会

議
の
「
規
制
・
制
度
改
革
に
関
す

る
分
科
会
」
、
政
権
交
代
後
の
規

制
改
革
会
議
に
お
い
て
も
税
理
士

制
度
に
関
連
す
る
問
題
は
取
り
上

げ
ら
れ
て
い
な
い
。

⑵
　
政
府
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
（
環
太
平
洋

戦
略
的
経
済
連
携
協
定
）
へ
の
参

加
を
表
明
し
た
（
平
成
�
年
７
月

�
日
か
ら
交
渉
に
参
加
）
。
�
の

作
業
部
会
の
う
ち
に
は
サ
ー
ビ
ス

貿
易
が
含
ま
れ
て
お
り
、
本
連
盟

は
そ
の
動
向
を
注
視
し
て
き
た
。

　
ま
た
、
Ｅ
Ｐ
Ａ
（
経
済
連
携
協

定
）
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
（自
由
貿
易
協
定
）

に
つ
い
て
も
、
そ
の
動
向
を
注
視

し
た
。

＜
重
点
運
動
６
＞
　
社
会
保
障
・

税
に
関
わ
る
番
号
制
度
の
導
入
の

動
向
を
注
視
し
、
適
切
に
対
処
す

る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

⑴
　
民
主
党
政
権
は
、
平
成
�
年
２

月
�
日
、
「
行
政
手
続
に
お
け
る

特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の

番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律

案
」
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
案
）
及

び
同
法
の
「
整
備
法
案
」
を
国
会

に
提
出
し
た
が
、
一
度
も
審
議
さ

れ
る
こ
と
も
な
く
、
衆
議
院
解
散

と
と
も
に
廃
案
と
な
っ
た
。

　
自
民
・
公
明
両
党
は
、
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
法
案
を
修
正
し
て
、
第
１

８
３
回
国
会
に
提
出
、
衆
議
院
で

一
部
修
正
し
て
平
成
�
年
５
月
�

日
成
立
し
た
。

⑵
　
本
連
盟
は
、
前
事
業
年
度
に
引

き
続
き
①
社
会
保
障
と
税
制
の
一

体
改
革
に
つ
い
て
は
給
付
付
き
税

額
控
除
を
導
入
し
効
率
的
な
社
会

給
付
を
行
っ
て
い
く
こ
と
。
②
社

会
保
障
・
税
に
関
わ
る
番
号
制
度

に
つ
い
て
は
、
第
三
者
機
関
に
よ

り
、
番
号
制
度
の
不
適
切
な
利
用

・
運
用
に
対
し
て
適
切
な
対
応
が

で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。
の
２

項
目
に
つ
い
て
推
移
を
見
守
っ
て

い
く
こ
と
と
し
て
い
る
。

＜
重
点
運
動
７
＞
　
「
災
害
税
制

に
関
す
る
基
本
法
」
を
恒
久
法
と

し
て
整
備
し
、
税
制
面
で
も
不
測

の
事
態
に
備
え
て
、
納
税
義
務
者

に
安
心
感
を
与
え
、
よ
り
迅
速
な

被
災
者
支
援
を
可
能
と
す
る
た
め

の
税
制
確
立
に
向
け
た
運
動
を
行

う
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
平
成
�
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る

要
望
書
に
引
き
続
き
、
予
測
で
き
な

い
大
震
災
に
対
し
て
あ
ら
か
じ
め
税

制
面
か
ら
の
措
置
も
準
備
し
て
お
く

こ
と
が
納
税
者
に
安
心
感
を
与
え
、

よ
り
迅
速
な
被
災
者
支
援
を
行
う
た

め
に
は
「
大
規
模
広
域
災
害
税
制
」

の
制
定
が
必
要
で
あ
る
旨
要
望
し

た
。＜

重
点
運
動
８
＞
　
本
連
盟
の
政

策
実
現
を
図
る
た
め
の
真
の
代
表

を
国
会
及
び
地
方
議
会
に
送
る
た

め
、
単
位
税
政
連
及
び
国
会
議
員

等
後
援
会
と
連
携
し
つ
つ
強
力
な

運
動
を
行
う
。
ま
た
、
新
た
な
国

会
議
員
等
後
援
会
の
設
立
を
促
進

す
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１
　
選
挙
へ
の
対
応
に
つ
い
て

⑴
　
平
成
�
年
４
月
�
日
に
開
催
し

た
「
単
位
税
政
連
会
長
・
幹
事
長

及
び
後
援
会
会
長
・
幹
事
長
合
同

会
議
」
の
中
で
、
選
挙
二
法
に
つ

い
て
全
国
市
区
選
挙
管
理
委
員
会

連
合
会
の
秋
野
諭
事
務
局
長
を
講

師
に
招
き
、
研
修
を
行
い
、
同
法

に
対
す
る
理
解
を
深
め
た
。

⑵
　
衆
議
院
総
選
挙
が
平
成
�
年
�

月
４
日
公
示
、
同
月
�
日
投
票
で

施
行
さ
れ
た
。
本
連
盟
は
、
各
単

位
税
政
連
か
ら
の
推
薦
の
依
頼
の

あ
っ
た
�
人
を
推
薦
し
、
選
挙
戦

を
戦
っ
た
。
選
挙
結
果
は
【
別
掲

資
料
５
】
＝
略
。

⑶
　
都
議
会
議
員
選
挙
が
平
成
�
年

６
月
�
日
告
示
、
同
月
�
日
投
票

で
施
行
さ
れ
た
。
本
連
盟
は
、
各

単
位
税
政
連
か
ら
推
薦
の
依
頼
の

あ
っ
た
候
補
者
�
人
を
推
薦
し
、

選
挙
戦
を
戦
っ
た
（
選
挙
結
果
は

６
面
参
照
）
。

⑷
　
参
議
院
議
員
通
常
選
挙
が
平
成

�
年
７
月
４
日
公
示
、
同
月
�
日

投
票
で
施
行
さ
れ
る
。本
連
盟
は
、

東
京
選
挙
区
に
５
人
、
全
国
比
例

区
に
７
人
を
推
薦
候
補
者
（
う
ち

１
人
は
７
月
５
日
決
定
）
と
し
て

決
定
し
た
（
注
・
推
薦
者
及
び
選

挙
結
果
は
１
面
参
照
）
。

２
　
国
会
議
員
等
の
税
理
士
後
援
会

設
立
支
援
に
つ
い
て

⑴
　
本
連
盟
は
、
単
位
税
政
連
の
協

力
を
得
て
、
税
理
士
に
よ
る
国
会

議
員
等
後
援
会
の
設
立
を
促
進
し

た
。
本
事
業
年
度
に
次
の
３
後
援

会
が
設
立
さ
れ
た
。
「
深
谷
隆
を

囲
む
税
理
士
の
会
」
と
「
小
宮
山

洋
子
を
囲
む
税
理
士
の
会
」
は
、

解
散
を
し
た
。
そ
の
結
果
、
本
事

業
年
度
末
で
は
国
会
議
員
関
係
で

�
後
援
会
、
自
治
体
関
係
で
３
後

援
会
、
計
�
後
援
会
が
結
成
さ
れ

て
い
る
。

【
後
援
会
の
名
称
】
税
理
士
に
よ
る

山
花
郁
夫
後
援
会

【
創
立
年
月
日
】
平
成
�
年
８
月
�

日
（
政
治
団
体
設
立
届
日
：
平

成
�
年
９
月
４
日
）

【
代
表
者
】
会
長
　
坂
本
勝
哉

【
選
挙
区
及
び
関
連
税
政
連
】
東
京

�
区
、
日
野
税
政
連
・
武
蔵
野

税
政
連
・
武
蔵
府
中
税
政
連

◇

【
後
援
会
の
名
称
】
税
理
士
に
よ
る

小
倉
ま
さ
の
ぶ
後
援
会

【
創
立
年
月
日
】
平
成
�
年
４
月
５

日
（
政
治
団
体
設
立
届
日
：
平

成
�
年
６
月
�
日
）

【
代
表
者
】
会
長
　
安
部
泰
弘

【
選
挙
区
及
び
関
連
税
政
連
】
東
京

�
区
、
町
田
税
政
連
・
日
野
税

政
連

◇

【
後
援
会
の
名
称
】
税
理
士
に
よ
る

平
沢
勝
栄
後
援
会

【
創
立
年
月
日
】
平
成
�
年
５
月
�

日
（
政
治
団
体
設
立
届
日
：
平

成
�
年
５
月
�
日
）

【
代
表
者
】
会
長
　
大
石
雅
也

【
選
挙
区
及
び
関
連
税
政
連
】
東
京

�
区
、
葛
飾
税
政
連
・
江
戸
川

北
税
政
連

⑵
　
前
事
業
年
度
に
引
き
続
き
所
得

税
の
確
定
申
告
の
期
間
中
、
推
薦

国
会
議
員
を
中
心
に
税
務
支
援
事

業
の
視
察
を
行
っ
た
。こ
れ
に
は
、

地
元
税
政
連
及
び
後
援
会
関
係
者

が
同
行
し
、
税
務
支
援
事
業
の
取

り
組
み
状
況
を
説
明
し
、
理
解
を

求
め
た
。

⑶
　
日
税
政
の
「
税
理
士
に
よ
る
国

会
議
員
等
後
援
会
の
支
援
に
関
す

る
規
程
（
準
則
）
」を
受
け
て
「税

理
士
に
よ
る
国
会
議
員
等
後
援
会

に
関
す
る
規
程
」
「
国
会
議
員
等

後
援
会
の
運
営
要
領
」
を
制
定
し

た
。

⑷
　
日
本
公
認
会
計
士
政
治
連
盟
の

「
国
会
議
員
を
囲
む
公
認
会
計
士

の
会
」
の
設
立
が
全
国
各
地
で
進

め
ら
れ
て
い
る
（
平
成
�
年
６
月

�
日
現
在
で
�
後
援
会
）
。
業
際

問
題
、
と
り
わ
け
税
理
士
法
改
正

問
題
を
抱
え
る
本
連
盟
と
し
て

は
、
今
後
、
そ
の
動
向
を
注
視
し

て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

＜
重
点
運
動
９
＞
　
税
理
士
に
期

待
さ
れ
る
社
会
的
役
割
を
踏
ま
え

て
、登
録
政
治
資
金
監
査
人
制
度
、

地
方
自
治
体
・
地
方
独
立
行
政
法

人
等
の
監
査
制
度
の
充
実
等
に
資

す
る
た
め
の
公
益
的
業
務
に
積
極

的
に
参
画
し
て
い
く
た
め
の
運
動

を
行
う
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　

⑴
　
改
正
政
治
資
金
規
正
法
（
平
成

�
年
法
律
第
１
３
５
号
）
に
お
い

て
「
登
録
政
治
資
金
監
査
人
」
制

度
が
創
設
さ
れ
、
そ
の
担
い
手
と

し
て
税
理
士
が
明
記
さ
れ
た
。
登

録
者
は
平
成
�
年
６
月
７
日
現
在

で
４
２
９
１
人
（
う
ち
税
理
士
登

録
者
３
２
７
７
人
、
東
京
税
理
士

会
の
会
員
は
７
８
９
人
）
と
な
っ

て
い
る
。

⑵
　
総
務
省
に
設
置
さ
れ
て
い
る
地

方
行
財
政
検
討
会
議
は
、
平
成
�

年
１
月
�
日
、
「
地
方
自
治
法
抜

本
改
正
に
つ
い
て
の
考
え
方
」
を

取
り
ま
と
め
た
。
現
行
の
監
査
委

員
制
度
・
外
部
監
査
制
度
に
つ
い

て
は
廃
止
を
含
め
ゼ
ロ
ベ
ー
ス
か

ら
見
直
す
こ
と
と
し
、
タ
タ
キ
台

を
３
案
示
し
た
が
、
具
体
的
な
制

度
化
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
本
連

盟
は
、
今
後
の
検
討
状
況
を
注
視

し
て
い
る
。

　
な
お
、
現
行
の
外
部
監
査
に
つ

い
て
は
条
例
を
制
定
し
て
い
る
自

治
体
が
少
な
い
こ
と
か
ら
、
都
政

に
関
す
る
平
成
�
年
度
の
要
望
で

は
、
先
ず
条
例
を
制
定
し
、
実
施

に
当
た
っ
て
は
税
理
士
の
活
用
を

要
請
す
る
こ
と
と
し
た
。

⑶
　
都
議
会
各
派
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
に

お
い
て
、
税
理
士
の
積
極
的
な
活

用
策
に
つ
い
て
要
望
し
た
。
東
京

都
側
は
、
①
税
務
相
談
を
担
当
す

る
東
京
国
税
局
と
税
理
士
は
支
部

と
の
協
議
で
決
定
し
て
い
る
こ

と
、
今
後
も
継
続
す
る
②
審
議
会

等
へ
の
委
員
に
つ
い
て
は
、
公
平

を
確
保
し
う
る
よ
う
に
し
て
い
る

こ
と
、
が
各
会
派
を
通
じ
て
回
答

が
あ
っ
た
。

東 京 税 政 連（５） 第１９２号２０１３年（平成２５年）９月１日（日曜日） 　　


